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リニアエコノミーと呼ばれる直線的な経済システムのもとでは、資源は「採る・作る・
廃棄する」ものであるとの認識が一般的でした。しかし、人口増加や資源の過剰使用に
伴い、気候変動に対する影響や資源の価格高騰による調達コストの増加など、企業の
潜在的リスク（リニアリスク）が顕在化しつつあります。

サーキュラーエコノミーの
実践に向けた変革推進支援

リニアリスク（例）

 資源の価格高騰による、調達コストの増加

 資源の価格変動による、事業継続性を損なう
サプライチェーンリスクの高まり

 資源の過剰使用に伴う価格・需要の変動による収益の変動

リニアエコノミーから脱却するために、「サーキュラーエコノミー」と呼ば
れるシステムへの根本的な変革の重要性が認識されています。サーキュラー
エコノミーでは、廃棄物の発生と天然資源の使用を最低限に抑え、資源と
製品の経済価値を永続させ、物質（マテリアル）を循環させることで再生可能
な自然のサイクルを取り戻します。

KPMGは、企業のサーキュラーエコノミーへの移行による企業価値向上の
取組みを支援します。

KPMGの支援メニュー

循環性評価指標の導入・分析支援I

サーキュラー型収益モデルへの移行推進支援II

サーキュラー型オペレーションの構築支援III
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サーキュラー型の価値創造

企業

リニアエコノミーからサーキュラーエコノミーへのビジネスモデル変革

リニアエコノミーからサーキュラーエコノミーへの移行に伴い、企業には資源・製品
の価値保全のインセンティブが働くことになります。資源投入・消費を抑えストック
の有効活用を促しながら、同時に収益性を確保するには、製品売切り型のビジネス
（リニア型価値創造）から、製品のオーナーシップを企業が保持したまま顧客から
製品の利用に応じて対価を得る、「物から事へ、そして時へ」という言葉で表される
サーキュラー型価値創造へと、ビジネスモデルを変えていく必要があります。具体的
には、修繕・メンテナンスを行い自社製品の価値を可能な限り維持し、さらには再利用・
リファービッシュ・リサイクルなどの取組みによって、資源・製品の価値を可能な
限り再活用できるビジネスモデルへの変革が求められます。
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循環性評価指標の導入・分析支援I

自社のビジネスをサーキュラーなものに移行するためには、自社の“サーキュラリティ”、
すなわち製品や資源の価値を永続的に再生できる能力への理解を深めること、さらに
は資源循環性を測る「サーキュラリティ指標」を用いて、サーキュラーパフォーマンス
の目標設定や測定を定量化する必要があります。企業が自社のサーキュラリティに
関するパフォーマンスを把握するには、マテリアルフローの理解に基づいた適切な
サーキュラリティ指標を設定し、一貫した測定方法で算定、分析していく必要があり
ます。サーキュラリティ指標の分析は、関連するリスクと機会の把握、さらに今後の
アクションプラン策定、意思決定のプロセスに大きく役立ちます。
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※サーキュラー・トランジション・インデックス（CTI）とは、持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）が2020年1月に公表した、企業のサーキュラリティを測る
指標です。この指標は事業活動を通じて「投入されるサーキュラー素材の割合（＝サーキュラーインフロー）」と「創出されるサーキュラー素材の割合（＝サーキュラー
アウトフロー）」をパフォーマンス指標としています。これらの指標はどの業界のどのバリューチェーンにおいても適用可能であり、包括的でありながら柔軟性の
ある指標です。KPMGはCTIの開発メンバーであり、CTIを熟知したスペシャリストとして指標導入と分析を支援します。また、WBCSDとCircular IQが共同開発・提供
しているオンラインのCTIツールを使用した支援も可能です。

KPMGが導入・分析するサーキュラリティ指標は、製造に投入された全マテリアル
（インフロー）のうち、過去に使用、または消費されていない資源（バージン資源）
の投入はどのくらいの割合なのかといったシンプルな指標から、「サーキュラー・
トランジション・インデックス（CTI）」※という高度な指標まで、幅広く柔軟に対応
しています。

KPMGのサーキュラリティ指標導入・分析支援は、3つのフェーズに分けて実行します。

• サーキュラリティ測定実施の目的を明確化し、測定の対象範囲、
測定時間枠、対象資源を決定したうえで、指標を特定
（資源回収率、バージン資源使用率、サーキュラーインフロー率等）

• サーキュラリティ指標の算定に必要なデータを特定
• 不足データ抽出方法の検討や、データ所有者との連携を支援し、
指標の測定を実施

• サーキュラリティ指標の測定結果を分析し、企業が直面するリニアリスクと
サーキュラートランジションに伴う機会の検討および可視化を実施

• サーキュラリティ向上のためのアクションプランの策定・実行
および対外的な開示の検討を支援

企業が自社のビジネスをサーキュラーなものへと移行する際の大きな論点として、対象
となるビジネスの収益モデルの検討が挙げられます。サーキュラー型ビジネスへの移行
とともに収益性の向上を実現するため、企業は自社製品の特性・価格帯や顧客属性など
に応じて、最適な収益モデルを選択する必要があります。

KPMGは、豊富な知見とグローバルの先進事例の活用により、企業のサーキュラー型
ビジネスへの移行に伴う収益モデル策定に必要な取組みを支援します。

支援内容

 事業機会の検討とリスクの洗い出し

 新しい収益モデルのビジネスケースの作成およびモデリング

 会計／税務／Cash Flow上の論点整理

サーキュラー型収益モデル

サーキュラー型収益モデルへの移行推進支援II

サーキュラリティ測定の目標設定

測定領域の決定

指標の選択

情報源の特定とデータ収集
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結果の分析
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収益モデルとサーキュラーに対するインセンティブ

利用者は企業に製品の使用に応じた変動料金を支払う。
企業は自社製品を保持し続けることになり、財務リスク
を負う

利用者は製品のAvailability（使用可能範囲）に応じて
定額料金を支払う。企業は自社製品を保持し続けること
になり、財務リスクを負う

企業は製品使用後の買取保証を付けて製品を販売する。
財務リスクは販売時点では利用者が負うことになるが、
買取後企業に移転される

利用者が財務リスクを負いたくない、あるいは負えない
場合にリース会社がファイナンスを提供する。リースが
ローン（ファイナンスリース）の場合、循環インセン
ティブは相対的に低くなる

製品の
経済的オーナー

製品の返還が
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本リーフレットで紹介するサービスは、公認会計士法、独立性規則及び利益相反等の
観点から、提供できる企業や提供できる業務の範囲等に一定の制限がかかる場合が
あります。詳しくはあずさ監査法人までお問い合わせください。
ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するものではありません。
私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは
保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況
を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。
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KPMGサステナブルバリューサービス・ジャパン
sustainable-value@jp.kpmg.com

KPMGサステナブルバリューサービス・ジャパンは、持続可能な社会の実現に貢献し、企業の
中長期的な価値向上の実現につながる施策や取組みを多方面かつ包括的に支援するためにKPMG
ジャパン内に組成された組織であり、あずさ監査法人、KPMGあずさサステナビリティ、KPMG
コンサルティング、KPMG FASのプロフェッショナルで構成されています。

現状のビジネスをサーキュラーなものに移行していくにあたっては、価値創造における
インプット（製品の開発・製造）とアウトプット（利用～利用後）を、サーキュラーな
ビジネスモデルを支える業務プロセスへと変革していくことが基本となります。

KPMGは、サーキュラーなビジネスモデルに移行するためのさまざまな支援を提供して
います。

支援内容
 製品のメンテナンス等を通じた長寿命化

 見込生産から受注生産への移行による廃棄ロスの削減

 環境負荷、人権問題を踏まえた調達への切り替え

 利用後の製品の回収、再生・再利用、再販売プロセスの整備 など

KPMGによるサーキュラー型ビジネスへの移行推進支援

サーキュラー型オペレーションの構築支援III

PRE-USE（インプット） USE（利用） POST-USE（アウトプット）

出典：“Circular Revenue Models” (2019), KPMG

 サーキュラーな製品設計プロセスへの変革
 オーダーメード型プロセスへの移行
（デジタルコンフィグレーションなど）

 需給コントロールのアジャイル化
 環境負荷を踏まえた
サプライチェーン
ネットワーク構造の最適化

 調達トレーサビリティ強化
など

 回収・再利用プロセスの整備
 製品の修理・再生や
再販売プロセスの整備

 効率的にサイクルを回すための
サプライチェーン機能再配置 など

長寿命化 再利用／
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